
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

青森県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

1,315

（９）商品テスト強化事業

17,985

1,610 1,610

（５）消費生活相談窓口高度化事業

7,506 7,506

2,211 3,526

713 713

都道府県 市町村 合計

12,228 5,757

0

（８）消費者教育・啓発活性化事業 19,001 24,392 43,393

0

0

0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

125,381

52,602

75,720

43%

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

34,206 75,720

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 751 236 987

消費者行政決算総額 177,983

合計

0

41,514



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

青森県

8 人

398 人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

青森県

自治体参加型

法人募集型

8 人

400 人日

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

対象人員数

16

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

546 751

管内市町村 1 272 236

県

事業実施自治体

大鰐町



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

3,726 3,726

基金（交付
金相当分）
対象経費

12,228 12,228

事業の実績

事業経費

21,123 19,001 19,001

4,548

498

1,499 817

713 713

3,780

寸劇による消費者教育やテレビ・ラジオのＣＭなどによる啓発活動等の実施

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

4,548

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

1,499

21,123

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

⑨消費者教育・啓発活性化事業

12,325 12,325

3,578 3,578

512 498

3,780

847847

事業（実績）の概要

相談員の国民生活センター主催研修等への参加支援（延べ合計43名）

県消費生活センターの消費生活相談に係る司法書士、建築士等の専門家の活用（延べ11回）

県消費生活センターの相談・執務環境改善のための改修、機材・事務用機器の設置、執務参考図書等の購入

相談員養成の実務的研修の開催（8名）

相談員養成の実務的研修への参加（8名）

相談員等を対象としたレベルアップ研修会の開催（3回）512⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

817

751 751

41,514

2,1502,150

46,582合計

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

県消費生活センターの職員への時間外勤務手当支給

46,582 41,514

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

消費生活相談員等養成講座初級課程を8名が修了し、うち3名
は市の消費生活相談員として採用された。

事業強化・機能強化の成果

司法書士、建築士等を10回、40時間活用したほか、精神医学
の専門家による研修を実施し、高度かつ専門的な消費生活相
談への対応力強化を図った。

パーティション、パソコン、専門図書等の購入経費

講師謝金、講師旅費、教材費、委託管理費

従前から月1回開催している事例検討会に加え、消費生活相
談員等を対象とした研修（食品表示を含む）を年3回開催し、レ
ベルアップを図った。

消費生活センタ のシンボルキ ラクタ 作成 名称公募によ

電話機を多機能電話機に交換するとともに、エアコン、テレビ、
カメラ、通話記録装置等を配置するなど、各相談室の執務環
境の向上、機能強化が図られた。

管内市町村からの要望を踏まえ、8名を養成するための実務
的研修を開催した。

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

旅費、研修負担金（資料代）

謝金・旅費

消費生活相談員延べ43名が国民生活センター主催研修等に
参加し、レベルアップを図った。

研修参加支援

講師謝金、講師旅費、教材費、委託管理費

事業名

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑧食品表示・安全機能強化事業

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

啓発グッズ作成費、広告費、寸劇スタッフ謝金・旅費等
消費生活センターのシンボルキャラクター作成・名称公募によ
る啓発、テレビ・ラジオのＣＭなどによる啓発活動を展開し、消
費生活相談窓口の認知度向上と消費者啓発が図られた。

⑨消費者教育・啓発活性化事業

自治体参加型
参加希望者数 人

年間研修総日数 人日

研修参加・受入

年間研修総日数

159

参加者数

人日

人

人日

消費生活相談員等に対して、消費者庁創設に伴い増加した
業務の処理に当たって時間外勤務手当を支給した。

人件費（時間外勤務手当）

人

年間研修総日数

8 実地研修受入人数 8実地研修受入希望人数

事業計画

研修参加・受入要望

人日年間研修総日数 160

人
法人募集型

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

159 人日年間研修総日数人日年間研修総日数 160



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

6,225 6,225 5,757

1,076

①消費生活センター機能強化事業（新設）

2,293

事業名

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

1,079

531

1,076

536

2,293

531536

5,757

1,079

2,2112,211

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施市町村

五所川原市、平内町、大鰐町、野辺地町、新郷村

青森市、八戸市

青森市、弘前市、八戸市、黒石市、十和田市、三沢市、むつ市、
つがる市、平川市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町、鰺ヶ沢
町、深浦町、西目屋村、藤崎町、田舎館村、板柳町、鶴田町、中
泊町、野辺地町、六戸町、横浜町、東北町、おいらせ町、大間
町 東通村 風間浦村 佐井村 三戸町 五戸町 田子町 南部

今別町

309 236 236

24,39225,234

309

25,234 24,392

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

大鰐町

青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田市、むつ市、つ
がる市、平川市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町、鰺ヶ沢
町、深浦町、西目屋村、藤崎町、田舎館村、板柳町、鶴田町、中
泊町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、
おいらせ町、大間町、東通村、風間浦村、佐井村、三戸町、五
戸町、田子町、南部町、階上町

町、東通村、風間浦村、佐井村、三戸町、五戸町、田子町、南部
町、階上町、新郷村

35,673 35,673 34,20634,206合計

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑬消費者教育・啓発活性化事業 36市町村で消費者被害防止のための消費者教育・啓発事業を実施

拡充2か所（青森市において市民消費生活センター相談室改修等、八戸市において相談窓口強化のための機材等購入）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

拡充1か所（今別町が消費生活相談窓口の拡充、機能強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

36市町村延べ合計91名の研修参加を支援（うち県外研修は延べ合計40名）

新設5市町村（五所川原市、平内町、大鰐町、野辺地町及び新郷村が新たに消費生活相談窓口を開設）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

事業・機能強化の成果の概要事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑬消費者教育・啓発活性化事業 36市町村で消費者被害防止のための消費者教育・啓発事業を実施

大鰐町が平成22年2月から消費者相談窓口相談員1名を配置

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円うち管内の市町村合計

75,720

41,514

34,206

0

交付金相当分

0

積増し相当分

うち都道府県

千円

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

102,263

289,863

95,536 千円 177,983

-

千円

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 95,536 千円

千円

- 千円34,206

千円

千円 75,720

千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

千円41,514

80,222 千円 45,159 千円

- 千円

前年度差

千円

千円

千円

83,867

15,314 18,396

80,222 千円

15,314

-

-

125,381

千円 52,602

千円

3,645 千円

37,288 千円

-

82,447 千円

- 千円

- 千円

6,727 千円

チェック項目

-

0.33

-

-

0.65

0.43

-

平成20年度 平成21年度

-

-

3,082 千円

千円

-- 千円 0

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 - 千円 -

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

千円

千円

千円- 千円 0

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

- 千円

- 0

①都道府県の消費者行政決算

13．都道府県の消費生活相談窓口

1,318

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

0 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末 相談員総数 0

21年度末実績

人

平成20年度末 相談員総数 16

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

人

千円

289,863 千円

75,720 千円

千円

215,461 千円

千円

0 千円

0

相談員総数 16

人

0 千円

人

21年度末実績

0

人

21年度末実績 相談員総数 0 人

人16

相談員総数 0

人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数 16

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員

平成20年度末 相談員総数 0

人16人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数 16うち委託先職員等の相談員



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

○ エアコンの新設、業務用パソコンの更新、多機能電話機への交換等を実施した。

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

国民生活センター主催の研修等に延べ43名が参加した。

④その他

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 12平成20年度末 相談員総数 12

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 4

11 人

人 21年度末実績 相談員総数 1

相談員総数 0

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 8 人 21年度末実績 相談員総数

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 0うち委託先職員等の相談員 平成20年度末

③就労環境の向上 ○

④その他

青森市において、市民消費生活センターの相談室改修工事を実施した。

②研修参加支援 ○ 青森市、弘前市及び八戸市において、消費生活相談員等レベルアップ事業を活用し、研修参加が促進された。

①報酬の向上


